様式第１号(第６条関係)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　三重県知事　　　　あて

申請者　住所(所在地)　　　　　　　　　　　
事業所名　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　


三重県航空宇宙産業人材育成支援事業費補助金交付申請書

　　　年度三重県航空宇宙産業人材育成支援事業費補助金の交付を受けたいので、三重県航空宇宙産業人材育成支援事業費補助金交付要領第６条の規定により関係書類を添えて次のとおり申請します。

記

１　交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　円　（別紙２の(f)と同額）

２　目的及び内容　　　研修計画書（別紙１）のとおり

３　提出書類
（1） 研修計画書（別紙１）
添付書類： ①収支予算書（別紙２）
	②役員等一覧に関する事項（別紙３）
	③申請者の概要がわかる資料（会社パンフレット等）
	④最新の決算書（写し）
	⑤研修内容を明示するもの（カリキュラムパンフレット等）
（2） 申請者の確認書類（個人：住民票、法人：登記事項証明書、組合等：定款等）
（3） 県税事務所が発行する納税証明書（県税に滞納がないこと）
（4） 税務署が発行する納税証明書（納税証明書その３の３ 消費税及び地方消費税）
※証明書は、発行日が６カ月以内のものに限る。

別紙１（様式第１号関係）連絡先・担当者
・所属
・職氏名
・電話
・FAX
・E-Mail



研　修　計　画　書

１　目的





２　内容
（１）研修機関名(社内研修の場合は外部講師が所属する機関等)


（２）研修名（社内研修の場合は開催内容がわかるように記載）


（３）研修期間	　　　　　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日

（４）研修経費合計　　　　　　　　　　　　　円　（別紙２の(d)と同額）

（５）受講者氏名（合計　　　名）
	№
	役職名
	氏　　　　名
	№
	役職名
	氏　　　　名

	１
	
	
	３
	
	

	２
	
	
	４
	
	



３　補助事業の実施により、自社で設定する人材育成目標
　人材育成の目標



４　申請者の概要
　（１）資本金：　　　　　円
　（２）従業員数：　　　　人
　（３）主な事業内容：

別紙２（様式第１号関係）

収　支　予　算　書

研修名　　
研修期間　　　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

＜収入の部＞
	項　目
	金額（円）
	備　考

	補助金(a)
	
	

	自己資金(b)
	
	

	合計(c=a+b)
	
	




＜支出の部＞
	項　目
	経費（円）
（消費税含む）
(d)
	補助対象経費
（消費税抜き）
(e)
	補助金要望額
(f)
((e)の1/2以下)
	内　容

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	


　　※(a)と(f)、及び(c)と(d)はそれぞれ同額となる。


＜記入例＞

収　　支　予　算　書

研修名　　リーダーシップ養成講座
研修期間　　　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

＜収入の部＞
	項　目
	金額（円）
	備　考

	補助金(a)
	26,000
	三重県航空宇宙産業人材育成支援事業費補助金

	自己資金(b)
	31,200
	

	合計(c=a+b)
	57,200
	




＜支出の部＞
	項　目
	経費（円）
（消費税含む）
(d)
	補助対象経費
（消費税抜き）
(e)
	補助金要望額
(f)
((e)の1/2以下)
	内　容

	受講料
	55,000
	50,000
	25,000
	@25,000×2名

	テキスト代
	2,200
	2,000
	1,000
	@ 1,000×2名

	
	
	
	
	

	合　計
	57,200
	52,000
	26,000
	


　　※(a)と(f)、及び(c)と(d)はそれぞれ同額となる。





別紙３（様式第１号関係）

[bookmark: _GoBack]●役　員　等　一　覧
	職　　名
	（ふりがな）
氏　　　　　名
	生年月日（和暦）
	性別

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



※本調書は以下に該当する方について作成する。
　①法人の場合は、非常勤を含む役員、支配人、支店長、営業所長及びその他これに類する地位にある方並びに経営に実質的に関与している方
　②法人格を有しない団体にあっては、代表者及び経営に実質的に関与している方
　③個人にあっては、その方及びその方に対し支配関係にある方

　この書面によって、三重県が交付する補助金等から暴力団等を排除し、補助事業の適正な執行を確保するため、申請者（法人の場合は当該法人又はその役員等）が暴力団等に関係する者であるか否かを県警本部へ照会します。



